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１ 調査実施の概要 
（１）目的 

本調査は、児童の権利に関する条約（以下、本報告書内において「条約」という。）についての認知

度等を把握することを目的として実施した。 
 

（２）調査対象 

・全国の 18歳以上（高校３年生と回答した者を除く）のアンケートモニター 
 

（３）調査期間 

 令和６年 12月 5日～12月 11 日 
 

（４）調査方法 

 アンケート登録モニターを対象にアンケート調査を配信した。 
 

（５）回収状況 

 回収数：1,000 件 

 

（６）報告書の見方 

回答は各質問の回答者数（ｎ）を基数とした百分率（％）で示してある。また、小数点以下第２位を

四捨五入しているため、内訳の合計が 100.0％にならない場合がある。 

複数回答が可能な設問の場合、回答者が全体に対してどのくらいの比率であるかという見方になるた

め、回答比率の合計が 100.0％を超える場合がある。 

図表中の選択肢表記は、語句を短縮・簡略化している場合がある。また、回答比率が 0.0％の場合は

比率を表示していない場合がある。 

こども基本法、児童の権利に関する条約に関する設問については、「認知度」・「理解度」別に分析

を行っている。認知度の「聞いたことがある（計）」は「どんな内容かよく知っている」、「どんな内

容か少し知っている」、「名前だけ聞いたことがある」の合計である。理解度の「内容を知っている（計）」

は「どんな内容かよく知っている」、「どんな内容か少し知っている」の合計、「内容を知らない（計）」

は「名前だけ聞いたことがある」、「聞いたことがない」の合計である。 

基数が 30 を下回るものについては、調査数が少ないため参考として図示するに留め、文中では言及

をしない。 

 なお、本調査は、令和 5年度調査とは異なる調査対象及び回収数で実施されたため、調査間において

の結果の単純比較はできない点に留意が必要である。  
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２ 調査結果 
（１）属性 

 ①性別           ②年齢 

  

 

 

 

 

 

 

 

※年齢は 18～23 歳、24～39 歳がそれぞれ 200 名、30 歳以上が 600 名となる

よう回答者を割当。 

 

（２）現在の仕事（単一選択） 
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（３）居住地域（単一選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）同居家族（多肢選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）同居しているこども（末子）の就学段階（単一選択） 

※（４）同居家族で「子」と回答した人を対象 

 

 

 

 

 

(「未就学児」は０～６歳、「小学生」は７～12歳、「中学生」は 13～15歳、「高校生」は 16～18 

歳、「高校卒業以上」は 19歳以上) 
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（６）こども基本法の認知度・理解度（単一選択） 

 

 

 

 

 

 

※「聞いたことがある（計）」（認知度）は「内容をよく知っている」、「内容を少し知っている」、

「名前だけ聞いたことがある」の合計である。「内容を知っている（計）」（理解度）は「内容をよく

知っている」、「内容を少し知っている」の合計である（以降の分析においても同じ）。 

 

こども基本法の認知度・理解度は、「聞いたことがない」が 48.8％で最も高く、以下、「名前だけ聞

いたことがある」(34.7％)、「内容を少し知っている」(11.8％)、「内容をよく知っている」(4.7％)と

なっている。「聞いたことがある（計）」は 51.2％、「内容を知っている（計）」は 16.5％となってい

る。  
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がある
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内容を
知っている

（計）

51.2% 16.5%4.7 11.8 34.7 48.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

    n = 1,000

内容をよく知っている 内容を少し知っている 名前だけ聞いたことがある

聞いたことがない
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＜性別、年齢別のこども基本法の認知度・理解度＞ 

 

［こども基本法の認知度・理解度］ 

 

  

 

  

  

  

  

   

  

   

  

 

  

 

    

 

 

 

 

  

  

 

 

 

性別でみると、「聞いたことがある（計）」は男性が女性よりも 5.2ポイント高くなっている。 

年齢別でみると、「聞いたことがある（計）」は 70 歳代で 64.0％と最も高くなっており、20 歳代、

50 歳代、60 歳代、80 歳代で「聞いたことがある（計）」の割合は 50％以上ある一方、40 歳代は 40％

台、30 歳代は 30％台と他の年代と比べて低くなっている。「内容を知っている（計）」は 20 歳代で

24.0％と最も高くなっており、50歳代のみ 10％以下と他の年代と比べて低くなっている。 
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54.0% 14.0%

39.0% 13.0%
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42.9

48.8

61.0

57.0

49.0
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全  体    n = 1,000

こどもに関わる仕事      n = 79

こどもに関わる仕事以外    n = 455

主婦・主夫      n = 115

学生（予備校生などを含む）      n = 127

無職      n = 192

その他      n = 32

未就学児      n = 66

小学生      n = 32

中学生       n = 14

高校生       n = 18

高校卒業以上      n = 92

聞いたこと
がある
（計）

内容を
知っている
（計）

51.2% 16.5%

74.7% 41.8%

47.7% 13.2%

47.0% 11.3%

59.8% 29.1%

48.4% 9.4%

40.6% 12.5%

45.5% 24.2%

53.3% 12.0%

53.1% 21.9%

57.1% 7.1%

50.0% 5.6%

4.7

16.5

4.0

0.9
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1.6

6.3

10.6

6.3

0.0

0.0
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25.3
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6.3

13.6

15.6

7.1

5.6

10.9

34.7

32.9

34.5

35.7

30.7

39.1

28.1

21.2

31.3

50.0

44.4

41.3

48.8

25.3

52.3

53.0

40.2

51.6

59.4

54.5

46.9

42.9

50.0

46.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体 n = 1,000

こどもに関わる仕事 n = 79

こどもに関わる仕事以外 n = 455

主婦・主夫 n = 115

学生（予備校生などを含む） n = 127

無職 n = 192

その他 n = 32

未就学児 n = 66

小学生 n = 32

中学生 n = 14

高校生 n = 18

高校卒業以上 n = 92

内容をよく知っている 内容を少し知っている

名前だけ聞いたことがある 聞いたことがない

＜職業（こどもに関わる職業）別、同居しているこども（末子）の就学段階別のこども基本法の認知度・

理解度＞ 

［こども基本法の認知度・理解度］ 

 

 

 

 

  

 

 

 

  

   

  

 

 

 

  

  

  

  

 

 

 

 

 

 

職業（こどもに関わる職業）別でみると、こどもに関わる仕事に就いている人では、こども基本法を

「聞いたことがある（計）」と回答した人は 74.7％と、他の選択肢に該当する人と比べて高くなってい

る。また、理解度についても同様に、こどもに関わる仕事に就いている人では、こども基本法の「内容

を知っている（計）」と回答した人が 41.8％と、他の選択肢と比べて高くなっている。 

このことから、こどもに関わる職業に従事する人のこども基本法の認知度、理解度は他の選択肢と比

べて高くなっていることが分かった。 
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（７）こども基本法を知ったきっかけ（多肢選択） 

※（６）こども基本法の認知度で「内容をよく知っている」、「内容を少し知っている」、「名 

前だけ聞いたことがある」のいずれかと回答した人を対象 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こども基本法を知ったきっかけは、「テレビ」が 40.6％で最も高く、以下、「インターネット」(26.8％)、

「新聞」(18.8％)、「学校の配布物」(15.6％)となっている。 

 

 

  

n = 512

こどもの話

知人、友人の話

学校の配布物

インターネット

テレビ

ポスター

ちらし
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イベント

その他
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7.6

15.6

26.8

40.6

4.3

2.1

18.8

0.4

6.3
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＜こども基本法の理解度別のこども基本法を知ったきっかけ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「内容を知っている（計）」は「内容をよく知っている」、「内容を少し知っている」の合計であ

る。「内容を知らない（計）」は「名前だけ聞いたことがある」、「聞いたことがない」の合計である。 

 

こども基本法の理解度別でみると、こども基本法の「内容を知っている（計）」と回答した人のうち

「学校の配布物」と回答した人は 26.7％、こども基本法の「内容を知らない（計）」と回答した人のう

ち「学校の配布物」と回答した人は 10.4％となっている。こども基本法の「内容を知っている（計）」

が「内容を知らない（計）」よりも 16.3 ポイント高くなっている。また、こども基本法の「内容を知っ

ている（計）」と回答した人のうち「インターネット」と回答した人は 33.3％、こども基本法の「内容

を知らない（計）」と回答した人のうち「インターネット」と回答した人は 23.6％となっている。こど

も基本法の「内容を知っている（計）」が「内容を知らない（計）」よりも 9.7ポイント高くなってい

る。 

他方で、こども基本法の「内容を知っている（計）」と回答した人のうち「テレビ」と回答した人は

30.3％、こども基本法の「内容を知らない（計）」と回答した人のうち「テレビ」と回答した人は 45.5％

となっている。こども基本法を知ったきっかけは、こども基本法の「内容を知っている（計）」が「内

容を知らない（計）」よりも 15.2ポイント低くなっている。 

このことから、「インターネット」、「学校の配布物」は、こども基本法の内容の理解に寄与して

いることが考えられる。 
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（８）こども家庭庁の広報物で目にしたことがあるもの（多肢選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こども家庭庁の広報物で目にしたことがあるもので、「パンフレット「すべてのこども・おとなに

知ってほしいこども基本法とは？」」が 8.8％で最も高く、以下、「パンフレット「すべてのこども・

おとなに知ってほしいこども基本法ってなに？やさしい版」」(6.2％)、「動画「こどもたちの幸せの

ためにこども基本法」(3.3％)となっている。  

n = 1,000

パンフレット「すべてのこども・おとなに
知ってほしいこども基本法とは？」

パンフレット「すべてのこども・おとなに知って

ほしいこども基本法ってなに？やさしい版」

動画「こどもたちの幸せのためにこども基本法」

動画「やさしい版『おしえて！こども基本法』」

「こどものけんりプロジェクト」ロゴ

上記のいずれも目にしたことがない

8.8

6.2

3.3

2.4

2.2

85.8
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（９）児童の権利に関する条約の認知度・理解度（単一選択） 

 

 

 

 

 

 

 

児童の権利に関する条約の認知度・理解度は、「聞いたことがない」が 55.1％で最も高く、以下、「名

前だけ聞いたことがある」(28.1％)、「内容を少し知っている」(13.1％)、「内容をよく知っている」

(3.7％)となっている。「聞いたことがある（計）」は 44.9％、「内容を知っている（計）」は 16.8％

となっている。  

    n = 1,000

聞いたこと
がある
（計）

内容を
知っている
（計）

44.9% 16.8%3.7 13.1 28.1 55.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

    n = 1,000

内容をよく知っている 内容を少し知っている

名前だけ聞いたことがある 聞いたことがない
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＜性別、年齢別の条約の認知度・理解度＞ 

 

［条約の認知度・理解度］ 

 

 

  

 

  

 

  

  

   

  

  

  

 

  

 

  

  

 

 

  

 

  

 

 

 

性別では大きな差が見られなかった。 

年齢別でみると、「聞いたことがある（計）」は 20歳代、70歳代で 50％以上と他の年代と比べて

高くなっている。一方、30歳代から 60歳代は 30％台と他の年代と比べて低くなっている。「内容を

知っている（計）」は 20歳代で 25.1％と他の年代と比べて高くなっている。 

このことから、30歳代から 60歳代の条約の認知度が、他の年代と比べて低いことが分かった。 
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45.0% 10.0%

3.7

3.8

3.6

14.3

7.4

0.0

3.0

1.0

2.0

0.0

0.0

13.1

13.2

13.0

14.3

17.7

14.0

11.0

5.0

9.0

12.0

10.0

28.1

28.8

27.4

33.3

29.0

19.0

17.0

28.0

26.0

39.0

35.0

55.1

54.2

56.0

38.1

45.9

67.0

69.0

66.0

63.0

49.0

55.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体 n = 1,000

男性 n = 500

女性 n = 500

18歳、19歳 n = 21

20歳代 n = 379

30歳代 n = 100

40歳代 n = 100

50歳代 n = 100

60歳代 n = 100

70歳代 n = 100

80歳以上 n = 100

内容をよく知っている 内容を少し知っている

名前だけ聞いたことがある 聞いたことがない

性
別 

年
齢
別 
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全  体    n = 1,000

こどもに関わる仕事      n = 79

こどもに関わる仕事以外    n = 455

主婦・主夫      n = 115

学生（予備校生などを含む）      n = 127

無職      n = 192

その他      n = 32

未就学児      n = 66

小学生      n = 32

中学生       n = 14

高校生       n = 18

高校卒業以上      n = 92

43.5% 10.9%

46.9% 25.0%

42.9% 28.6%

27.8% 5.6%

39.4% 19.7%

39.1% 7.8%

9.4%

43.8% 15.6%

63.0% 33.9%

36.5%

聞いたこと
がある
（計）

内容を
知っている

（計）

44.9% 16.8%

65.8% 43.0%

41.3% 13.0%

3.7

12.7

2.0

0.9

10.2

1.0

6.3

6.1

3.1

0.0

0.0

1.1

13.1

30.4

11.0

7.0

23.6

8.3

9.4

13.6

21.9

28.6

5.6

9.8

28.1

22.8

28.4

31.3

29.1

27.1

28.1

19.7

21.9

14.3

22.2

32.6

55.1

34.2

58.7

60.9

37.0

63.5

56.3

60.6

53.1

57.1

72.2

56.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体 n = 1,000

こどもに関わる仕事 n = 79

こどもに関わる仕事以外 n = 455

主婦・主夫 n = 115

学生（予備校生などを含む） n = 127

無職 n = 192

その他 n = 32

未就学児 n = 66

小学生 n = 32

中学生 n = 14

高校生 n = 18

高校卒業以上 n = 92

内容をよく知っている 内容を少し知っている

名前だけ聞いたことがある 聞いたことがない

＜職業（こどもに関わる職業）別、同居しているこども（末子）の就学段階別の条約の認知度・理解度＞ 

 

［条約の認知度・理解度］ 

 

 

  

 

 

   

 

  

 

   

   

 

   

  

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

職業（こどもに関わる職業）別でみると、「聞いたことがある（計）」は「こどもに関わる仕事」、

「学生（予備校生などを含む）」で 60％以上と、他の選択肢に該当する人と比べて高くなっている。ま

た、理解度についても同様に、こどもに関わる仕事に就いている人では、条約の「内容を知っている（計）」

と回答した人が 43.0％と、他の選択肢と比べて高くなっている。 

このことから、こどもに関わる職業に従事する人、学生のこども基本法の認知度は、他の選択肢に該

当する人と比べて高くなっていることが分かった。 

  

職
業
｟
こ
ど
も
に
関
わ
る
職
業
｠
別 

同
居
し
て
い
る
こ
ど
も
｟
末
子
｠
の
就
学
段
階
別 
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全  体    n = 1,000

聞いたことがある(計)      n = 512

聞いたことがない      n = 488

内容を知っている(計)      n = 165

内容を知らない(計)      n = 835

聞いたこと
がある
（計）

内容を
知っている
（計）

44.9% 16.8%

74.0% 29.9%

14.3% 3.1%

96.4% 73.9%

34.7% 5.5%

3.7

7.2

0.0

20.0

0.5

13.1

22.7

3.1

53.9

5.0

28.1

44.1

11.3

22.4

29.2

55.1

26.0

85.7

3.6

65.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体 n = 1,000

聞いたことがある(計)      n = 512

聞いたことがない n = 488

内容を知っている(計)      n = 165

内容を知らない(計)      n = 835

内容をよく知っている 内容を少し知っている

名前だけ聞いたことがある 聞いたことがない

        00

(計)      n = 449

      n = 551

(計)      n = 168

計)      n = 832

91.1% 72.6%

43.1% 5.2%

84.4% 35.4%

24.1% 1.1%

聞いたこと
がある
（計）

内容を
知っている
（計）

51.2% 16.5%4.7

10.5

0.0

25.6

0.5

11.8

24.9

1.1

47.0

4.7

34.7

49.0

23.0

18.5

38.0

48.8

15.6

75.9

8.9

56.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体 n = 1,000

聞いたことがある(計)      n = 449

聞いたことがない n = 551

内容を知っている(計)      n = 168

内容を知らない(計)      n = 832

内容をよく知っている 内容を少し知っている

名前だけ聞いたことがある 聞いたことがない

＜こども基本法の認知度別、こども基本法の理解度別の条約の認知度・理解度＞ 

［条約の認知度・理解度］ 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

 

 

 

＜条約の認知度別、条約の理解度別のこども基本法の認知度・理解度＞ 

［こども基本法の認知度・理解度］ 

  

 

 

 

  

 

  

  

 

 

 

 

 

条約の認知度をこども基本法の認知度別・理解度別でみると、こども基本法を“聞いたことがある（計）”

(74.0％)と回答した人の割合と“聞いたことがない”(14.3％)と回答した人の割合で比べると、前者の

方が 59.7ポイント高くなっている。同じく、条約の認知度を、こども基本法の“内容を知っている（計）”

(96.4％)と回答した人の割合と“内容を知らない（計）”(34.7％)と回答した人の割合で比べると、前

者の方が 61.7ポイント高くなっている。 

条約の理解度をこども基本法の認知度別・理解度別でみると、こども基本法を“聞いたことがある（計）” 

(29.9％)と回答した人の割合と“聞いたことがない”(3.1％)と回答した人の割合で比べると、前者の方

が 26.8 ポイント高くなっている。同じく、こども基本法の“内容を知っている（計）”(73.9％)と回答

基
本
法
の
認
知
度
別 

基
本
法
の
理
解
度
別 

条
約
の
認
知
度
別 

条
約
の
理
解
度
別 
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した人の割合と“内容を知らない（計）”(5.5％)と回答した人の割合で比べると、前者の方が 68.4ポ

イント高くなっている。 

また、こども基本法の認知度を条約の認知度別・理解度別でみると、条約を“聞いたことがある（計）”

(84.4％)と回答した人の割合と “聞いたことがない”(24.1％)と回答した人の割合で比べると、前者の

方が 60.3ポイント高くなっている。同じく、条約の“内容を知っている（計）”(91.1％)と回答した人

の割合と“内容を知らない（計）”(43.1％)と回答した人の割合で比べると、前者の方が 48.0 ポイント

高くなっている。 

こども基本法の理解度を条約の認知度別・理解度別でみると、条約を“聞いたことがある（計）” 

(35.4％)と回答した人の割合と“聞いたことがない”(1.1％)と回答した人の割合で比べると、前者の方

が 34.3 ポイント高くなっている。同じく、条約の“内容を知っている（計）”(72.6％)と回答した人の

割合と“内容を知らない（計）”(5.2％)と回答した人の割合を比べると、前者の方が 67.4 ポイント高

くなっている。 

このことから、こども基本法の認知度、理解度の高低と、条約の認知度、理解度の高低に一定の関連

がみられた。 
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（10）条約の「４つの一般原則」についての認知度・理解度（単一選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

条約のいわゆる「４原則」についての認知度は、いずれも「聞いたことがある（計）」は 40.0％以上

となっており、特に「差別の禁止」で 52.5％と他の項目と比べて高くなっている。「内容を知っている

（計）」も「差別の禁止」で 27.3％と他と比べて高くなっている。 

  

聞いたこと
がある
（計）

内容を
知っている
（計）

20.7％43.1％

23.0%48.1％

24.3％49.4％

27.3％52.5％

（３）こどもの意見の尊重

（４）こどもの最善の利益

 n =1,000

（２）生命、生存及び発達に
      対する権利

（１）差別の禁止 9.2

7.2

7.5

6.1

18.1

17.1

15.5

14.6

25.2

25.1

25.1

22.4

47.5

50.6

51.9

56.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

内容をよく知っている 内容を少し知っている

名前だけ聞いたことがある 聞いたことがない
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n =1,000

すべてのこどもは、男女などの性別や、肌の

色などで差別されないこと

こどもにとって最もよいことを考えてもらえ

ること

すべてのこどもは、健やかに生きる・育つこ

とができること

自分に関係があることについて、意見や気持

ちを聞いてもらえること

こども同士で集まったり、活動のためのグ

ループを作ったりすること

親などの一緒に暮らしている大人からの暴力

やひどい扱いから守られること

医療・保健サービスを受けること

生活が難しい場合に、国からお金などのサ

ポートを受けること

心や体を十分に成長させていけるような生活

を送ること

教育を受けること

休んだり遊んだりすること

スポーツ・文化・芸術活動に参加すること

心や体によくない危険な仕事や就学に支障を

きたす仕事から守られること

誰からも幸せを奪われないこと

この中にあてはまるものはない

66.7

35.1

67.7

39.7

33.7

58.2

60.7

47.4

56.1

67.7

46.2

41.0

46.3

51.1

14.0

0 20 40 60 80 100
(%)

（11）こどもの権利だと思っているもの（多肢選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こどもの権利だと思っているものは、「すべてのこどもは、健やかに生きる・育つことができること」、

「教育を受けること」がともに 67.7％で最も高く、以下、「すべてのこどもは、男女などの性別や、肌

の色などで差別されないこと」(66.7％)、「医療・保健サービスを受けること」(60.7％)となっている。 
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n =1,000

すべてのこどもは、男女などの性別や、肌の

色などで差別されないこと

こどもにとって最もよいことを考えてもらえ

ること

すべてのこどもは、健やかに生きる・育つこ

とができること

自分に関係があることについて、意見や気持

ちを聞いてもらえること

こども同士で集まったり、活動のためのグ

ループを作ったりすること

親などの一緒に暮らしている大人からの暴力

やひどい扱いから守られること

医療・保健サービスを受けること

生活が難しい場合に、国からお金などのサ

ポートを受けること

心や体を十分に成長させていけるような生活

を送ること

教育を受けること

休んだり遊んだりすること

スポーツ・文化・芸術活動に参加すること

心や体によくない危険な仕事や就学に支障を

きたす仕事から守られること

誰からも幸せを奪われないこと

この中にあてはまるものはない

31.7

11.1

28.1

14.3

21.2

22.0

52.1

29.2

18.8

60.0

26.4

23.2

22.5

15.3

20.0

0 20 40 60 80 100
(%)

（12）守られていると感じるこどもの権利（多肢選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

守られていると感じるこどもの権利は、「教育を受けること」が 60.0％で最も高く、以下、「医療・

保健サービスを受けること」(52.1％)、「すべてのこどもは、男女などの性別や、肌の色などで差別さ

れないこと」(31.7％)、「生活が難しい場合に、国からお金などのサポートを受けること」(29.2％)と

なっている。 
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＜こどもの権利だと思っているものと守られていると感じるこどもの権利の比較＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いずれの選択肢についても、「こどもの権利だと思っているもの」として選択された割合が、「守ら

れていると感じるこどもの権利」として選ばれた割合よりも高くなっている。特に、「すべてのこども

は、健やかに生きる・育つことができること」が 39.6 ポイントの差がある。「すべてのこどもは、男女

などの性別や、肌の色などで差別されないこと」、「親などの一緒に暮らしている大人からの暴力やひ

どい扱いから守られること」、「心や体を十分に成長させていけるような生活を送ること」、「誰から

も幸せを奪われないこと」も 30.0ポイント以上の差がある。 

  

こどもの権利だと思っているもの 守られていると感じるこどもの権利

n = 1,000

すべてのこどもは、男女などの性別や、肌の

色などで差別されないこと

こどもにとって最もよいことを考えてもらえ

ること

すべてのこどもは、健やかに生きる・育つこ

とができること

自分に関係があることについて、意見や気持

ちを聞いてもらえること

こども同士で集まったり、活動のためのグ

ループを作ったりすること

親などの一緒に暮らしている大人からの暴力

やひどい扱いから守られること

医療・保健サービスを受けること

生活が難しい場合に、国からお金などのサ

ポートを受けること

心や体を十分に成長させていけるような生活

を送ること

教育を受けること

休んだり遊んだりすること

スポーツ・文化・芸術活動に参加すること

心や体によくない危険な仕事や就学に支障を

きたす仕事から守られること

誰からも幸せを奪われないこと

この中にあてはまるものはない

66.7

35.1

67.7

39.7

33.7

58.2

60.7

47.4

56.1

67.7

46.2

41.0

46.3

51.1

14.0

31.7

11.1

28.1

14.3

21.2

22.0

52.1

29.2

18.8

60.0

26.4

23.2

22.5

15.3

20.0

0 20 40 60 80 100
(%)
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n = 1,000

こどもたち自身が学校でこどもの権利について学

ぶ時間を増やす

こどもたち自身が講演会やイベント等でこどもの

権利について学ぶ機会を増やす

こどもと関わる大人が研修等でこどもの権利につ

いて学ぶ機会を増やす

大人が講演会やイベント等でこどもの権利につい

て学ぶ機会を増やす

大人とこどもが一緒に学ぶ機会を増やす

テレビ番組やテレビCMを活用した広報活動を拡充

する

SNSや動画共有サイト、インターネットを活用し

た広報活動を拡充する

パンフレットやちらしなどの印刷物を用いた広報

活動を拡充する

その他

必要だと思うことはない

47.2

26.9

38.8

37.2

47.9

37.4

31.4

20.0

0.8

15.8

0 20 40 60 80 100(%)

（13）こどもの権利の認知度向上のために必要だと思うこと（多肢選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こどもの権利の認知度向上のために必要だと思うことは、「大人とこどもが一緒に学ぶ機会を増やす」

が 47.9％で最も高く、以下、「こどもたち自身が学校でこどもの権利について学ぶ時間を増やす」

(47.2％)、「こどもと関わる大人が研修等でこどもの権利について学ぶ機会を増やす」(38.8％)、「テ

レビ番組やテレビ CM を活用した広報活動を拡充する」(37.4％)となっている。 
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＜年齢別のこどもの権利の認知度向上のために必要だと思うこと＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年齢別でみると、条約の認知度が比較的他年代と比べて低い傾向にあった 30歳代から 40歳代（p.11

参照）では、「大人とこどもが一緒に学ぶ機会を増やす」が全体の値と比べてやや高くなっている。一

方、60歳代では、「こどもたち自身が学校でこどもの権利について学ぶ時間を増やす」が全体の値と比

べて高くなっている。 

全体では、「こどもと関わる大人が研修等でこどもの権利について学ぶ機会を増やす」ことが必要

だと思われている。 

  

 
 
調
査
数
（

ｎ
）

こ
ど
も
た
ち
自
身
が
学
校
で
こ

ど
も
の
権
利
に
つ
い
て
学
ぶ
時

間
を
増
や
す

こ
ど
も
た
ち
自
身
が
講
演
会
や

イ
ベ
ン
ト
等
で
こ
ど
も
の
権
利

に
つ
い
て
学
ぶ
機
会
を
増
や
す

こ
ど
も
と
関
わ
る
大
人
が
研
修

等
で
こ
ど
も
の
権
利
に
つ
い
て

学
ぶ
機
会
を
増
や
す

大
人
が
講
演
会
や
イ
ベ
ン
ト
等

で
こ
ど
も
の
権
利
に
つ
い
て
学

ぶ
機
会
を
増
や
す

大
人
と
こ
ど
も
が
一
緒
に
学
ぶ

機
会
を
増
や
す

テ
レ
ビ
番
組
や
テ
レ
ビ
C
M
を

活
用
し
た
広
報
活
動
を
拡
充
す

る S
N
S
や
動
画
共
有
サ
イ
ト
、

イ
ン
タ
ー

ネ
ッ

ト
を
活
用
し
た

広
報
活
動
を
拡
充
す
る

パ
ン
フ
レ
ッ

ト
や
ち
ら
し
な
ど

の
印
刷
物
を
用
い
た
広
報
活
動

を
拡
充
す
る

そ
の
他

必
要
だ
と
思
う
こ
と
は
な
い

1,000 47.2 26.9 38.8 37.2 47.9 37.4 31.4 20.0 0.8 15.8

18、19歳 21 33.3 14.3 19.0 38.1 38.1 33.3 38.1 9.5 0.0 23.8

20歳代 379 41.2 23.0 32.2 33.0 42.0 35.9 33.5 16.9 0.5 19.0

30歳代 100 41.0 22.0 33.0 34.0 49.0 32.0 29.0 15.0 1.0 25.0

40歳代 100 46.0 26.0 33.0 30.0 52.0 32.0 30.0 17.0 1.0 19.0

50歳代 100 42.0 26.0 34.0 36.0 46.0 30.0 29.0 16.0 2.0 19.0

60歳代 100 61.0 30.0 45.0 39.0 55.0 46.0 29.0 20.0 1.0 8.0

70歳代 100 61.0 37.0 53.0 43.0 53.0 48.0 31.0 31.0 0.0 3.0

80歳以上 100 58.0 38.0 64.0 57.0 57.0 43.0 31.0 35.0 1.0 7.0

  全  体

年
齢
別
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＜職業（こどもに関わる職業）別、同居しているこども（末子）の就学段階別のこどもの権利の認知度

向上のために必要だと思うこと＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

職業（こどもに関わる職業）別でみると、こどもに関わる職業に従事している人では「大人とこども

が一緒に学ぶ機会を増やす」が最も高くなっている。こどもに関わる職業以外に従事している人でも「大

人とこどもが一緒に学ぶ機会を増やす」が他の選択肢と比べて高くなっている。一方、主婦・主夫では

「こどもたち自身が学校でこどもの権利について学ぶ時間を増やす」が他の選択肢と比べて高くなって

いる。 

これらを踏まえると、職業に関わらず、「こどもたち自身が学校でこどもの権利について学ぶ時間を

増やす」こと、「大人とこどもが一緒に学ぶ機会を増やす」ことが必要だと思われていることが分かっ

た。 

  

（％）
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に
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わ
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で
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も
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に
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大
人
と
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に
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機
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を
増
や
す

テ
レ
ビ
番
組
や
テ
レ
ビ
C
M
を

活
用
し
た
広
報
活
動
を
拡
充
す

る S
N
S
や
動
画
共
有
サ
イ
ト
、

イ
ン
タ
ー

ネ
ッ

ト
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活
用
し
た

広
報
活
動
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拡
充
す
る

パ
ン
フ
レ
ッ

ト
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ら
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な
ど
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刷
物
を
用
い
た
広
報
活
動

を
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そ
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他

必
要
だ
と
思
う
こ
と
は
な
い

1,000 47.2 26.9 38.8 37.2 47.9 37.4 31.4 20.0 0.8 15.8

こどもに関わる仕事 79 38.0 20.3 32.9 34.2 39.2 35.4 24.1 22.8 2.5 13.9

こどもに関わる仕事以外 455 41.8 22.6 33.6 32.1 43.3 33.8 28.4 16.0 0.7 18.9

主婦・主夫 115 57.4 37.4 42.6 38.3 54.8 38.3 33.0 21.7 2.6 6.1

学生（予備校生などを含
む）

127 49.6 25.2 40.2 43.3 55.9 45.7 43.3 17.3 0.0 11.8

無職 192 54.2 32.8 48.4 42.2 51.6 40.1 29.2 27.1 0.0 18.8

その他 32 59.4 37.5 50.0 59.4 56.3 40.6 53.1 31.3 0.0 9.4

未就学児 66 53.0 24.2 34.8 31.8 57.6 40.9 36.4 16.7 1.5 13.6

小学生 32 65.6 18.8 40.6 37.5 62.5 34.4 31.3 12.5 0.0 9.4

中学生 14 35.7 42.9 42.9 42.9 71.4 35.7 50.0 21.4 0.0 0.0

高校生 18 66.7 50.0 50.0 33.3 55.6 44.4 27.8 22.2 0.0 5.6

高校卒業以上 92 55.4 30.4 39.1 42.4 51.1 43.5 26.1 25.0 0.0 9.8

職
業
（

こ
ど
も
に
関
わ
る
職
業
）

別

同
居
し
て
い
る
こ
ど
も

（

末
子
）

の
就
学
段
階
別

  全  体
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＜条約及びこども基本法の認知度別のこどもの権利の認知度向上のために必要だと思うこと＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

条約の認知度別でみると、「聞いたことがある（計）」は「大人とこどもが一緒に学ぶ機会を増やす」

が 56.3％で最も高く、「こどもたち自身が学校でこどもの権利について学ぶ時間を増やす」(55.0％)、 

「大人が講演会やイベント等でこどもの権利について学ぶ機会を増やす」(45.4％)となっている。「聞

いたことがない」は、「大人とこどもが一緒に学ぶ機会を増やす」が 41.0％で最も高く、「こどもたち

自身が学校でこどもの権利について学ぶ時間を増やす」(40.8％)、「こどもと関わる大人が研修等でこ

どもの権利について学ぶ機会を増やす」(33.8％)となっている。 

基本法の認知度別でみると、「聞いたことがある（計）」は「大人とこどもが一緒に学ぶ機会を増や

す」が 58.2％で最も高く、「こどもたち自身が学校でこどもの権利について学ぶ時間を増やす」（53.7％）、

「こどもと関わる大人が研修等でこどもの権利について学ぶ機会を増やす」（46.9％）となっている。

「聞いたことがない」は、「こどもたち自身が学校でこどもの権利について学ぶ時間を増やす」が 40.4％

で最も高く、「大人とこどもが一緒に学ぶ機会を増やす」（37.1％）、「こどもと関わる大人が研修等

でこどもの権利について学ぶ機会を増やす」（30.3％）となっている。 

これらを踏まえると、条約の認知度、基本法の認知度の程度によって、こどもの権利の認知度向上の

ために必要だと思うことに大きな差がないことが分かった。 
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1,000 47.2 26.9 38.8 37.2 47.9 37.4 31.4 20.0 0.8 15.8

聞いたことがある(計） 449 55.0 34.5 45.0 45.4 56.3 43.9 38.3 24.7 1.1 4.5

聞いたことがない 551 40.8 20.7 33.8 30.5 41.0 32.1 25.8 16.2 0.5 25.0

聞いたことがある(計） 512 53.7 31.4 46.9 45.9 58.2 44.5 38.5 24.8 0.8 5.5

聞いたことがない 488 40.4 22.1 30.3 28.1 37.1 29.9 24.0 15.0 0.8 26.6

基
本
法
の

認
知
度
別

  全  体
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